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  （百万円未満四捨五入）

１．平成29年３月期第１四半期の連結業績（平成28年４月１日～平成28年６月30日） 
（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

 

  売上収益 営業利益 税引前利益 四半期利益 
親会社の 

所有者に帰属する 
四半期利益 

四半期包括利益 
合計額 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
29年３月期第１四半期 43,325 25.9 1,066 △5.1 969 △51.5 675 △51.6 660 △52.4 △7,184 － 
28年３月期第１四半期 34,407 6.8 1,123 △15.5 1,998 53.8 1,396 115.1 1,386 122.8 3,123 － 

 

  
基本的１株当たり 

四半期利益 
希薄化後１株当たり 

四半期利益 
  円 銭 円 銭 
29年３月期第１四半期 6.51 6.51 
28年３月期第１四半期 13.67 13.67 

本ページ以外では「税引前利益」を「税引前四半期利益」、「親会社の所有者に帰属する四半期利益」を「親会社株主に帰属する四半期利益」

と表示しております。 
「基本的１株当たり四半期利益」「希薄化後１株当たり四半期利益」は「親会社の所有者に帰属する四半期利益」を基に算定しており、本ペー

ジ以外では「基本的１株当たり四半期利益」を「基本的１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益」、「希薄化後１株当たり四半期利益」を

「希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益」と表示しております。 
［重要］当社は平成29年３月期から経営の実態をより適切に表示するため、売上収益から売上原価ならびに販売費及び一般管理費の額を減算 
    して算出した指標である「調整後営業利益」を「営業利益」欄に表示しています。 
 
（２）連結財政状態 

  資産合計 資本合計 親会社の所有者に 
帰属する持分 

親会社所有者 
帰属持分比率 

  百万円 百万円 百万円 ％ 
29年３月期第１四半期 180,167 102,515 101,655 56.4 
28年３月期 191,033 110,919 109,952 57.6 

本ページ以外では「親会社の所有者に帰属する持分」を「親会社株主持分」、「親会社所有者帰属持分比率」を「親会社株主持分比率」と表示

しています。 
 
２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
28年３月期 － 12.00 － 12.00 24.00 
29年３月期 －         
29年３月期（予想）   － － － － 
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 
平成29年３月期の配当予想額については未定です。 
 
３．平成29年３月期の連結業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 
  売上収益 営業利益 税引前利益 

親会社の所有者に 
帰属する当期利益 

基本的１株当たり 
当期利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 87,300 25.2 2,400 △5.3 2,000 △42.3 850 △62.9 8.38 

通期 180,000 27.1 7,600 132.9 6,800 145.0 4,300 295.9 42.41 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有 
［重要］当社は平成29年３月期から経営の実態をより適切に表示するため、売上収益から売上原価ならびに販売費及び一般管理費の額を減算 

して算出した指標である「調整後営業利益」を「営業利益」欄に表示しています。なお、平成28年３月期の「調整後営業利益」は 
3,263百万円です。 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 

 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無 

②  ①以外の会計方針の変更                ：無 

③  会計上の見積りの変更                  ：無 

 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年３月期１Ｑ 123,072,776 株 28年３月期 123,072,776 株 

②  期末自己株式数 29年３月期１Ｑ 21,681,317 株 28年３月期 21,681,248 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 29年３月期１Ｑ 101,391,464 株 28年３月期１Ｑ 101,393,792 株 

 

 
 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、要約四半

期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続は実施中です。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件等については、３ページ「連結

業績予想などの将来予測情報に関する説明」の［連結業績予想］をご覧ください。 

・決算補足説明資料は、平成28年７月27日（水）に当社ホームページに掲載いたします。 

・当社は、平成28年７月28日（木）にアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料については、開催後

速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期の売上は、日本においては、住宅投資に回復の兆しがみられる中、戦略製品等を拡販すべく積極的

な営業施策を展開したことなどから前年同期を上回りました。欧州においては、ロシアの長期低迷や円高の影響を

受けたものの、北欧、東欧が堅調に推移したことや平成28年３月にＭ＆Ａによりドイツの電動工具メーカー・メタ

ボ社が加わったことなどから大幅に売上が拡大しました。北米においても、大幅な円高の影響を受けましたが、景

気回復を背景に当社が得意とする空気工具の販売が好調に推移したことやメタボ社が加わったことなどから伸長し

ました。アジア、その他の地域においては、インドは引き続き堅調に推移したものの、中国、タイ、豪州などが減

速しました。これらの結果、売上収益は433億２千５百万円（前年同期比26％増）となりました。

 

 利益面においては、収益性の高い日本や北米向け空気工具の売上が伸長したことや前期までに行った構造改革の

効果が発現しはじめたこと、さらには、徹底した原価低減などのコスト削減に努めたことなどから、営業利益は 

12億９百万円となりました。これは、前年同期比では40％減に相当しますが、前年同期は確定給付型の退職給付制

度の一部を確定拠出型に移行した際の退職給付制度移行益８億８千２百万円の計上があったことから、当該移行益

を減算した営業利益11億３千８百万円との比較では６％増となります。また、税引前四半期利益は、９億６千９百

万円（同52％減）、四半期利益６億７千５百万円（同52％減）、親会社株主に帰属する四半期利益６億６千万円

（同52％減）となりました。なお、売上収益から売上原価ならびに販売費及び一般管理費の額を減じて算出した指

標である「調整後営業利益」は10億６千６百万円（同５％減）となりました。（本四半期決算短信 初ページ(サマ

リー情報)の「営業利益」欄には、この「調整後営業利益」を記載しております。） 

 

［セグメント別状況］

①電動工具事業

 日本においては、建築関連製品が伸び悩んだものの、6.0Ahリチウムイオン電池に続き、当社独自のＡＣ（コー

ド付）ブラシレスモーター搭載製品を２年保証した拡販キャンペーンを実施し、好評を博したことなどから、売上

収益は前年同期比２％の増加となりました。 

 欧州地域においては、ロシアの低迷が続き、為替も円高で推移しましたが、北欧、東欧が伸長し、欧州売上比率

の高いメタボ社が当社グループ入りしたことなどから、売上収益は前年同期比80％の増加となりました。 

 北米地域においては、為替が大幅な円高になったものの、景気回復基調が続くなか、当社が得意とし競争優位な

空気工具をはじめコードレス工具などが好調に推移しました。さらには、新たにメタボ社の売上収益が加わったこ

となどから、前年同期比７％の増加となりました。 

 アジア、その他の地域においては、インドは堅調に推移したものの、中国経済の鈍化、通貨安、資源安などの影

響により中国、タイ、豪州が大きく減速したことなどから、前年同期比４％の減少となりました。 

 以上の結果、当事業の売上収益は、422億１千６百万円（前年同期比26％増）となりました。営業利益について

は、収益性の高い先進国の売上が伸長したことや高付加価値な戦略製品の積極拡販、さらには構造改革効果の発現

などにより、10億２千８百万円となりました。前年同期比では43％減ですが、前年同期は退職給付制度移行益８億

１百万円を計上していたことから、これを除くと２％増になります。なお、調整後営業利益は、８億８千５百万円

（同11％減）となりました。 

 

②ライフサイエンス機器事業

 日本においては、大型展示会での積極ＰＲや材料系顧客の開拓・深耕に努めたものの主要取引先である大学・官

公庁の研究施設向け販売が低調に推移しました。海外においては、代理店とのユーザー巡回により案件の創出に努

めたことや北米およびアジアでの大口スポットオーダーの獲得などにより、大幅な売上増となりました。 

 その結果、当事業の売上収益は11億９百万円（前年同期比15％増）となりました。営業利益は１億８千１百万円

となり、前年同期比では13％減ですが、前年同期は退職給付制度移行益８千１百万円を計上していたことから、こ

れを除くと41％増になります。なお、調整後営業利益は、１億８千１百万円（同40％増）となりました。 

 

 

（２）財政状態に関する説明 

①資産の部、負債の部及び資本の部の状況

 当第１四半期における資産合計は、1,801億６千７百万円であり、前連結会計年度末と比べて108億６千６百万円

の減少となりました。このうち、流動資産は1,197億７千７百万円であり57億６千４百万円減少しました。これは

主に、回収促進などにより売上債権が減少したことや為替の影響等により棚卸資産が減少したことなどによるもの

です。

 負債の部は、776億５千２百万円であり24億６千２百万円減少しました。これは主に、経営の効率化および為替

の影響等により借入金が減少したことなどによるものです。
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 資本の部は、1,025億１千５百万円であり84億４百万円減少しました。これは主に、為替の影響等によりその他

の包括利益累計額が減少したことなどによるものです。

 

②キャッシュ・フローの状況

 営業活動によるキャッシュ・フローについては、売上債権の回収を促進したことや、欧州中央倉庫の活用により

適正在庫を維持したことなどから58億７千８百万円の収入となりました。

 投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得などにより７億２千１百万円の支出となり

ました。

 財務活動によるキャッシュ・フローについては、配当金の支払いなどにより10億６千９百万円の支出となりまし

た。

 以上の結果により、現金及び現金同等物の当四半期末残高は、前連結会計年度末残高から24億４百万円増加し、

324億３千８百万円となりました。

 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 当面の経済環境をみますと、日本経済は、住宅投資が回復基調にあるものの円高定着で企業収益が悪化、景気は

横ばいで推移するものと思われます。欧州においては、概ね緩やかな回復が見込まれるものの、英国のＥＵ離脱問

題に起因する英国およびユーロ圏経済の景気後退と為替の不安定化が懸念されています。北米経済は、個人消費と

住宅投資が主導する景気回復が持続するものと思われます。新興国経済は、一部鈍化する見込みの地域はあるもの

の、全体としては概ね緩やかな成長が見込まれます。 

 このような状況下、当社グループは以下の施策によって業績の向上を図ってまいります。 

 

［当社グループの施策］

 電動工具事業では、引き続き市場が大きく収益性の高い日米欧の先進国に向け、開発・営業ともに経営資源を集

中投資してまいります。競争優位な戦略製品のさらなるラインアップ強化を図るとともに、ユーザーニーズに合致

した新製品をタイムリーに投入していくことにより、主要市場でのプレゼンスを向上させてまいります。また、リ

ソースの有効活用による営業力の強化、地域事情にあわせ機動的に企画・実行する各種プロモーション活動、すべ

ての業務をお客様第一主義で取り組む「サービス・ファースト」の徹底などにより、リピートオーダーの獲得や顧

客満足度のさらなる向上を図ってまいります。さらには、新たに子会社になったメタボ社とのシナジー効果の早期

発現をめざして協業体制の構築に努めてまいります。

 ライフサイエンス機器事業では、主要な取引先である大学・官公庁研究施設へのアプローチ、各種大型展示会の

フォローアップによる需要の掘り起し、海外代理店との連携強化、材料系顧客のさらなる開拓・深耕などに継続し

て取り組むことにより、売上拡大を図ってまいります。 

 収益に関しましては、新製品をはじめ利益率の高い基盤製品やアクセサリ（消耗品）の拡販などにより収益性の

向上を図るとともに、現在取り組んでいる抜本的構造改革の効果早期発現をめざして、原価低減をはじめとした総

コストの削減、収益力の強化に努めてまいります。

 

［連結業績予想］

 上記施策を着実に実行し業績確保にまい進してまいりますが、連結業績予想は、英国のＥＵ離脱の国民投票以降

円高で定着しつつある為替動向に鑑み、第２四半期以降の為替の前提を１米ドル105円、１ユーロ115円、ユーロ/

米ドルのクロスレート1.10として、売上収益を次のように修正いたします。

 利益項目につきましては、物量ベースでの売上が概ね計画通りで推移していること、最適生産体制の構築により

現在円/米ドルの為替変動にはほとんど影響受けないこと、最も影響を受けるユーロ/米ドルのクロスレートをほぼ

横ばいでみていることなどから据え置き、引き続き期初予想の達成をめざしてまいります。
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   ①平成29年３月期 第2四半期連結累計期間（平成28年４月１日～９月30日） (百万円)

    売上収益
調整後

営業利益(※)
営業利益 税引前利益

親会社株主に帰

属する当期利益 

  前回発表予想（Ａ） 95,600 2,400 2,200 2,000 850

  今回発表予想（Ｂ） 87,300 2,400 2,200 2,000 850

  増減額（Ｂ－Ａ） △8,300 － － － －

  増減率（％） △8.7 － － － －

 

[ご参考] 

前期第2四半期実績 

(平成28年３月期第2四半期) 

69,719 2,533 3,452 3,467 2,289

 

 

   ②平成29年３月期 通期（平成28年４月１日～平成29年３月31日） (百万円)

    売上収益
調整後

営業利益(※)
営業利益 税引前利益

親会社株主に帰

属する当期利益 

  前回発表予想（Ａ） 197,000 7,600 7,300 6,800 4,300 

  今回発表予想（Ｂ） 180,000 7,600 7,300 6,800 4,300

  増減額（Ｂ－Ａ） △17,000 － － － －

  増減率（％） △8.6 － － － －

 
[ご参考] 

前期実績(平成28年３月期) 
141,570 3,263 2,645 2,776 1,086

 

※調整後営業利益とは、売上収益から、売上原価、販売費及び一般管理費を減算したものです。

 本四半期決算短信 初ページ(サマリー情報)の「営業利益」欄には、「調整後営業利益」を記載しています。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

 該当事項はありません。
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３．要約四半期連結財務諸表

（１）要約四半期連結財政状態計算書

（単位：百万円） 
 

   
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部      

流動資産      

現金及び現金同等物   30,034 32,438 

売上債権   35,647 31,470 

棚卸資産   54,525 50,421 

その他の流動資産   5,335 5,448 

流動資産合計   125,541 119,777 

非流動資産      

有価証券及びその他の金融資産   4,486 4,004 

有形固定資産   25,551 23,679 

無形資産   30,414 27,699 

繰延税金資産   3,367 3,252

その他の非流動資産   1,674 1,756 

非流動資産合計   65,492 60,390 

資産の部合計   191,033 180,167 

       

負債の部      

流動負債      

短期借入金   38,293 7,643 

その他の金融負債   3,942 2,971 

買入債務   10,594 11,511 

未払費用   10,024 9,318 

未払法人所得税   505 533 

その他の流動負債   4,084 3,637 

流動負債合計   67,442 35,613 

非流動負債      

長期借入金   49 28,653 

退職給付に係る負債   8,801 8,218 

繰延税金負債   2,422 2,111 

その他の非流動負債   1,400 3,057 

非流動負債合計   12,672 42,039 

負債の部合計   80,114 77,652 

       

資本の部      

親会社株主持分      

資本金   17,813 17,813 

資本剰余金   21,596 21,611 

利益剰余金   79,267 78,711 

その他の包括利益累計額   4,919 △2,837 

自己株式   △13,643 △13,643 

親会社株主持分合計   109,952 101,655 

非支配持分   967 860 

資本の部合計   110,919 102,515 

負債・資本の部合計   191,033 180,167 
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（２）要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書

（四半期連結累計期間） 

（要約四半期連結損益計算書） 

（単位：百万円） 
 

   
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日） 

売上収益   34,407 43,325 

売上原価   △22,884 △28,617 

売上総利益   11,523 14,708 

販売費及び一般管理費   △10,400 △13,642 

 調整後営業利益   1,123 1,066 

その他の収益   1,016 285 

その他の費用   △119 △142 

営業利益   2,020 1,209

金融収益   84 70 

金融費用   △106 △310 

税引前四半期利益   1,998 969 

法人所得税費用   △602 △294 

四半期利益   1,396 675 

四半期利益の帰属      

親会社株主持分   1,386 660 

非支配持分   10 15 

       

１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益(円)      

基本   13.67 6.51 

希薄化後   13.67 6.51 

 

（要約四半期連結包括利益計算書） 

（単位：百万円） 
 

   
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日） 

四半期利益   1,396 675 

       

その他の包括利益      

純損益に組み替えられない項目      

その他の包括利益を通じて測定する金融資産

の公正価値の純変動額 
  116 △0 

純損益に組み替えられない項目合計   116 △0 

       

純損益に組み替えられる可能性がある項目      

在外営業活動体の換算差額   1,611 △7,543 

キャッシュ・フロー・ヘッジの 

公正価値の純変動額 
  ― △316 

純損益に組み替えられる可能性がある 

項目合計 
  1,611 △7,859 

       

その他の包括利益合計   1,727 △7,859 

四半期包括利益   3,123 △7,184 

四半期包括利益の帰属      

親会社株主持分   3,087 △7,096 

非支配持分   36 △88 
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（３）要約四半期連結持分変動計算書

（単位：百万円） 
 

前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

    

         

親会社株主 
持分合計 非支配持分 

資本の部 
合計 資本金 資本剰余金 利益剰余金 

その他の 
包括利益 
累計額 

自己株式 

期首残高   17,813 21,558 79,850 11,302 △13,641 116,882 1,062 117,944 

当期変動額                  

四半期利益   － － 1,386 － － 1,386 10 1,396 

その他の包括利益   － － － 1,701 － 1,701 26 1,727 

四半期包括利益合計   － － 1,386 1,701 － 3,087 36 3,123 

剰余金の配当   － － △608 － － △608 △40 △648 

自己株式の取得及び売却   － 0 － － △1 △1 － △1 

持分所有者との取引合計   － 0 △608 － △1 △609 △40 △649 

期末残高   17,813 21,558 80,628 13,003 △13,642 119,360 1,058 120,418 

 

 

（単位：百万円） 
 

当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

    

         

親会社株主 
持分合計 

非支配持分 
資本の部 

合計 資本金 資本剰余金 利益剰余金 
その他の 
包括利益 
累計額 

自己株式 

期首残高   17,813 21,596 79,267 4,919 △13,643 109,952 967 110,919 

当期変動額                  

四半期利益   － － 660 － － 660 15 675 

その他の包括利益   － － － △7,756 － △7,756 △103 △7,859 

四半期包括利益合計   － － 660 △7,756 － △7,096 △88 △7,184 

剰余金の配当   － － △1,216 － － △1,216 △19 △1,235 

自己株式の取得及び売却   － － － － △0 △0 － △0 

株式報酬取引   － 15 － － － 15 － 15 

その他の変動額   － － 0 △0 － － － － 

持分所有者との取引合計   － 15 △1,216 △0 △0 △1,201 △19 △1,220 

期末残高   17,813 21,611 78,711 △2,837 △13,643 101,655 860 102,515 
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（４）要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円） 
 

   
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 
至 平成27年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日） 

営業活動に関するキャッシュ・フロー      

四半期利益   1,396 675 

       

四半期利益から営業活動に関する 

キャッシュ・フローへの調整 
     

減価償却費及び無形資産償却費   739 1,161 

法人所得税費用   602 294 

金融収益及び金融費用   22 240 

固定資産売却損益（△は益）   △2 △71 

売上債権の増減（△は増加）   1,074 1,641 

棚卸資産の増減（△は増加）   △1,481 △41 

買入債務の増減（△は減少）   △731 1,751 

未払費用の増減（△は減少）   △92 102 

退職給付に係る負債の増減（△は減少）   △1,440 △174 

その他   △72 750 

小計   15 6,328 

利息の受取   65 70 

配当金の受取   12 － 

利息の支払   △46 △77 

特別退職金の支払   ― △98 

法人所得税の還付   69 105 

法人所得税の支払   △1,023 △450 

営業活動に関するキャッシュ・フロー   △908 5,878 

       

投資活動に関するキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得   △737 △589 

無形資産の取得   △318 △292 

有形固定資産の売却   3 143 

その他   13 17 

投資活動に関するキャッシュ・フロー   △1,039 △721 

       

財務活動に関するキャッシュ・フロー      

短期借入金の増減（△は減少）   351 △29,832 

長期借入による収入   ― 29,976 

配当金の支払   △605 △1,202 

その他   △42 △11 

財務活動に関するキャッシュ・フロー   △296 △1,069 

       

現金及び現金同等物に係る為替変動による影響   452 △1,684 

現金及び現金同等物の増減額   △1,791 2,404 

       

現金及び現金同等物の期首残高   31,645 30,034 

現金及び現金同等物の四半期末残高   29,854 32,438 
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（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記)

 該当事項はありません。

 

（親会社株主持分の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報)

前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 
 
1. 報告セグメントごとの売上収益及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円） 

 

報告セグメント

調整額
要約四半期連結
損益計算書計上額

(注)電動工具
ライフサイ
エンス機器

小計

 売上収益          

 (1) 外部顧客に対する売上収益 33,446 961 34,407 ― 34,407

 (2) セグメント間の内部

   売上収益又は振替高
― ― ― ― ―

計 33,446 961 34,407 ― 34,407

調整後営業利益 994 129 1,123 ― 1,123

セグメント利益 1,811 209 2,020 ― 2,020

金融収益及び費用 ― ― ― ― △22

税引前四半期利益 ― ― ― ― 1,998

(注)  セグメント利益は、要約四半期連結損益計算書の営業利益であります。
 

2. 地域別売上収益に関する情報

（単位：百万円） 

日本 アジア ヨーロッパ 北アメリカ その他 合計

9,501 3,497 10,322 8,989 2,098 34,407

(注)  売上収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）
 
1. 報告セグメントごとの売上収益及び利益の金額に関する情報

（単位：百万円） 

 

報告セグメント

調整額
要約四半期連結
損益計算書計上額

(注)電動工具
ライフサイ
エンス機器

小計

 売上収益          

 (1) 外部顧客に対する売上収益 42,216 1,109 43,325 ― 43,325

 (2) セグメント間の内部

   売上収益又は振替高
― ― ― ― ―

計 42,216 1,109 43,325 ― 43,325

調整後営業利益 885 181 1,066 ― 1,066

セグメント利益 1,028 181 1,209 ― 1,209

金融収益及び費用 ― ― ― ― △240

税引前四半期利益 ― ― ― ― 969

(注)  セグメント利益は、要約四半期連結損益計算書の営業利益であります。 

 
2. 地域別売上収益に関する情報

（単位：百万円） 

日本 アジア ヨーロッパ 北アメリカ その他 合計

9,592 3,470 18,520 9,780 1,963 43,325

(注)  売上収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 
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